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介 

護
保
険
財
源
は
、
被
保
険
者
が
納
め

た
保
険
料
50
％
と
公
費（
税
金
）50
％

で
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
負
担
割
合
は
、
全

�介護保険財源�

21%

29%

50%

65歳以上の
負担割合

公費負担割合

40歳～64歳の
負担割合

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

平
成
24
年
度
・
25
年
度
の
保
険
料
率
が
決
ま
り
ま
し
た

後 
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

介
護
保
険
と
同
様
に
個
人
ご
と
に
算

定
し
、
加
入
者
全
員
が
等
し
く
負
担
す
る「
均

等
割
額
」と
、
加
入
者
の
所
得
に
応
じ
て
負
担

す
る「
所
得
割
額
」と
の
合
計
と
な
り
ま
す
。

《 

平
成
24
年
度
・
平
成
25
年
度
の

均
等
割
額
・
所
得
割
率
・
保
険
料
限
度
額 

》

均
等
割
額
▼
年
３
万
９
５
０
０
円

所
得
割
率
▼
８
．
０
％

保
険
料
限
度
額
▼
55
万
円

保
険
料
額
の
算
出
方
法

65
歳
以
上
の
皆
さ
ま
へ

高
齢
者
介
護
保
険
料
の
改
定
を
し
ま
し
た

均等割額
加入者全員が
等しく負担

所得割額
所得に応じて負担

保険料
一人当たりの
年間保険料

�保険料額の計算方法�

平成24年度
均等割額39,500円

✚ =

保険料限度額
55万円

（※注）

1
均
等
割
額
の
軽
減
措
置

　
「
同
一
世
帯
内
の
被
保
険
者
と
世
帯
主
の
総

所
得
金
額
等
の
合
計
額
」が
下
表
の
基
準
額

を
超
え
な
い
場
合
、
保
険
料
の
均
等
割
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。

2
所
得
割
額
の
軽
減
措
置

保
険
料
の
軽
減
措
置

　

保
険
料
の
所
得
割
額
を
負
担
し
て
い
る
方

で
、
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
が
58
万

円
以
下
の
場
合
は
、
所
得
割
額
が
５
割
軽
減

さ
れ
ま
す
。

3
そ
の
他
の
軽
減

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
前
日
に
、
社

会
保
険
や
共
済
年
金
な
ど
の
被
扶
養
者
で

あ
っ
た
方
は
、
所
得
割
額
の
負
担
は
な
く
、

均
等
割
額
が
９
割
削
減
さ
れ
ま
す
。

保 

険
料
は
、
年
金
か
ら
の
差
し
引
き（
特

別
徴
収
）ま
た
は
納
付
書
に
よ
る
納

付（
普
通
徴
収
）に
よ
り
個
人
ご
と
に
納
付
し

ま
す
。
次
の
条
件
に
該
当
す
る
方
は
、
納
付

書
に
よ
る
納
付
と
な
り
ま
す
。

▪
年
金
の
年
額
が
18
万
未
満
の
方

▪�

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
と
介
護

保
険
料
の
合
計
額
が
、
特
別
徴
収
の
対
象

と
な
る
年
金
額
の
２
分
の
１
を
超
え
る
方

▪�

年
度
途
中
で
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加

入
さ
れ
た
方

保
険
料
の
納
め
方

後 

期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
率
は
、
２
年
に
１
度
改
定
さ
れ
ま
す
。
制
度
内
容
や
手

続
き
方
法
な
ど
詳
し
く
は
国
保
年
金
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問 

国
保
年
金
課 

☎
内
線
３
５
４
１

支
え
合
い
の
制
度

介 

護
保
険
料
は
、
３
年
ご
と
に
見
直
し
を
し
て
い
ま
す
。
本
市
の
65
歳
以
上
の
保
険
料
基

準
額
は
、
年
額
５
８
８
０
０
円（
月
額
４
９
０
０
円
）で
す
。

問 
長
寿
福
祉
課 

☎
内
線
３
５
８
６

国
の
人
口
比
率
に
よ
り
定
め
ら
れ
て
お
り
、

65
歳
以
上
の
負
担
割
合
は
21
％
、
40
歳
～
64

歳
の
負
担
割
合
は
29
％
に
な
り
ま
す
。
そ
れ

ぞ
れ
が
支
え
合
い
、
社
会
全
体
で
制
度
を
支

え
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

合計所得金額 ▼収入額から必要経費に相当する額（収入の種類により計算方法が
異なる）を控除した額。扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額
課税年金収入額 ▼国民年金・厚生年金・共済年金など課税対象となる年金収入額。
障害年金・遺族年金・老齢福祉年金などは含まれません。

保
険
料
額
の
算
出
方
法

介 

護
保
険
料
は
、
市
民
税
の
課
税
状
況

や
前
年
の
所
得
を
基
に
算
出
さ
れ
ま

す
。
課
税
状
況
と
前
年
所
得
が
確
定
す
る
ま

で
の
間
は
暫
定
賦
課
ま
た
は
仮
徴
収
が
行
わ

れ
ま
す
。
納
付
額
や
納
め
方
は
、
65
歳
に
到

達
し
た
年
な
ど
で
通
常
と
違
う
場
合
が
あ
り

ま
す
。
詳
し
く
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

�介護保険料（平成 24 年度～ 26 年度）�
保険料
段　階 対象者 年額保険料

第1段階
❶生活保護受給者
❷�世帯員全員が市民税非課税で、本人が老
齢福祉年金受給者

29,400円

第 2段階

本
人
が
市
民
税
非
課
税

世
帯
員
全
員
が

市
民
税
非
課
税

本人の前年分の合計所得金額と
課税年金収入額の合計が 80万
円以下

29,400円

第 3段階 第2段階に該当しない方 44,100円

第 4段階
世
帯
員
に

市
民
税
課
税
者
が
い
る

本人の前年分の合計所得金額と
課税年金収入額の合計が 80万
円以下

52,900円

第 5段階
本人の前年分の合計所得金額と
課税年金収入額の合計が 80万
円以上

58,800円

第 6段階

本
人
が
市
民
税
課
税

本人の前年分の合計所得金額が
125万円未満

67,600円

第7段階
本人の前年分の合計所得金額が
125万円以上200万円未満

73,500円

第 8段階
本人の前年分の合計所得金額が
200万円以上500万円未満

88,200円

第 9段階
本人の前年分の合計所得金額が
500万円以上

105,800円

◉�

財
政
安
定
化
基
金
の取

り
崩
し
を
し
て
い
ま
す

都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て
い
る
財
政
安
定
化

基
金
を
、
本
来
の
目
的
に
必
要
な
額
を
残
し

て
余
剰
分
を
取
り
崩
し
、
65
歳
以
上
の
方（
被

保
険
者
第
１
号
）の
保
険
料
の
上
昇
緩
和
な
ど

に
活
用
し
て
い
ま
す
。

◉�

市
町
村
準
備
基
金
の取

り
崩
し
を
し
て
い
ま
す

第
４
期
中
の
積
立
見
込
額
を
取
り
崩
す
こ
と

に
よ
り
、
保
険
料
軽
減
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

※�

基
金
の
取
り
崩
し
を
す
る
こ
と
で
、

保
険
料
の
急
激
な
上
昇
を
緩
和
し
て

い
ま
す

納付書などの送付時期

次の時期に送付を予定しています。

�◉特別徴収仮徴収（６月開始者）
　➡６月上旬

◉特別徴収仮徴収（８月開始者）
　➡８月上旬

◉特別徴収➡８月下旬
◉普通徴収➡７月中旬

Nursing care insurance pemium of 2012 kasumigaura city Latter-sage elderly healthcare system of 2012 kasumigaura city

※注）総所得金額等▶前年中の収入から必要経費（公的年金等控除金額や給与所得控除額など）を差し引いたもので、
社会保険料控除、配偶者控除など各種所得控除前の金額です（遺族年金、障害年金は収入に含みません）。

ご
加
入
の
皆
さ
ま
へ

所得割額計算式
（総所得金額等－33万円）×8.0%

�均等割額の軽減措置�
33万円（基礎控除額）以下で、被保険者全員が年
金収入80万円以下の世帯（その他各種所得がない）☞9割軽減

�����33万円（基礎控除額）以下の世帯 ☞ 8.5　 

割軽減

33万円（基礎控除額）＋「24.5 万円×世帯の被保
険者数（世帯主を除く）」以下の世帯 ☞5割軽減

35万円（基礎控除額）＋「35万円×世帯の被保険
者数（世帯主を除く）」以下の世帯 ☞2割軽減


